
参考１

沖縄県教育大綱について

１ 大綱とは
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）に基づき、

地方公共団体の長は、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及
び文化の振興に関する総合的な施策に関する大綱を定めることとされている。
大綱には、地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策に

ついて、その目標や施策展開の方針を定めることとされている。

２ 大綱の策定の趣旨
近年の教育行政においては、福祉や地域振興などの一般行政との密接な連携が

必要となっている。
知事と教育委員会が連携して大綱を策定することにより、地域住民の意向のよ

り一層の反映と地方公共団体における教育、学術及び文化の振興に関する施策の
総合的な推進を図ることができる。

３ 沖縄県教育大綱について
沖縄県では、沖縄21世紀ビジョン実施計画の対象期間に合わせ、平成27年11月

19日付（H27～H28)及び平成29年６月27日付(H29～R3)に大綱を策定しているが、
現行の大綱の終期が令和３年度であるため、今年度の総合教育会議での協議の結
果を踏まえ、次期大綱を策定することとしている。
次期大綱の対象期間は、新沖縄21世紀ビジョン基本計画及び沖縄県教育振興計

画の計画期間に準じ、令和４年度から令和13年度までの10年とする。
なお、新21世紀ビジョン基本計画及び沖縄県教育振興基本計画との整合性を図

るため、５年後を目処に教育大綱の見直しの必要性について検討する。

４ 教育大綱と沖縄21世紀ビジョン基本計画、教育振興基本計画の関係
沖縄県教育大綱は、沖縄県の教育、学術及び文化の振興に関する総合的施策の

目標や施策展開の方針を定めたものであり、県の総合的な基本計画である沖縄
21世紀ビジョン基本計画が示す基本方向や基本施策に沿った内容とする必要があ
る。なお、沖縄県教育振興基本計画は、沖縄21世紀ビジョン基本計画の教育に関
する個別計画の性格を有する。
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参考２

総合教育会議について

１ 趣 旨

知事は民意を代表する立場であるとともに、教育行政においては、大学及

び私立学校を所管し、教育に関する予算の編成・執行や条例提案など重要な

権限を有している。また、近年の教育行政においては、福祉や地域振興など

の一般行政との密接な連携が必要となっている。

平成26年に、地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正され、知事

と教育委員会が、十分な意思疎通を図り、地域の教育の課題やあるべき姿を

共有して、より一層民意を反映した教育行政を推進していくため、地方公共

団体に総合教育会議を設置することとされた。

２ 協議事項

知事と教育委員会が教育行政に関し協議・調整する場として総合教育会議

を設置し、次の事項について協議・調整を行う。

(1) 教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱の策定

(2) 教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術

及び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策

(3) 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ず

るおそれがあると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置



参考３

沖縄県総合教育会議運営要綱

（平成27年８月４日 沖縄県総合教育会議決定）

（趣旨）
第１条 この要綱は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第
162号。以下「法」という。）第１条の４第９項の規定に基づき、沖縄県総合教育
会議（以下「会議」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（会議の招集）
第２条 知事は、会議を招集するときは、会議を開催する日の７日前までに、会議
の日時、場所並びに協議及び調整する事項を教育委員会に通知するものとする。
ただし、知事が緊急に会議を開催する必要があると認めるときは、この限りでな
い。

２ 知事は、前項の通知を行ったときは、遅滞なく、当該通知に係る事項を、沖縄
県総務部総務私学課のホームページに掲載して公表するものとする。

（議長）
第３条 知事は、会議の議長となり、議事を整理する。

（会議の非公開）
第４条 法第１条の４第６項ただし書の規定により会議を公開しないこととしたと
きは、あらかじめ、その旨を公表することとする。この場合においては、第２条
第２項の規定を準用する。

（会議の傍聴）
第５条 会議の傍聴に関し必要な事項は、会議が別に定める。

（議事録の作成及び公表）
第６条 知事は、会議の終了後、遅滞なく、次の掲げる事項を記載した議事録を作
成するものとする。
(1) 会議の日時及び場所
(2) 出席者の氏名
(3) 協議及び調整に係る事項並びに出席者の発言要旨
(4) その他知事が必要と認める事項

２ 知事は、議事録を作成したときは、遅滞なくこれを公表するものとする。この
場合においては、第２条第２項の規定を準用する。

（庶務）
第７条 会議の庶務は、総務部総務私学課において処理する。

（補則）
第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項は、知事が会議に
諮って定める。

附 則
この要綱は、平成27年８月４日から施行する。



参考４

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）

（大綱の策定等）

第１条の３ 地方公共団体の長は、教育基本法第17条第１項に規定する基本的な方

針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の

振興に関する総合的な施策の大綱（以下単に「大綱」という。）を定めるものと

する。

２ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更しようとするときは、

あらかじめ、次条第１項の総合教育会議において協議するものとする。

３ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。

４ 第１項の規定は、地方公共団体の長に対し、第21条に規定する事務を管理し、

又は執行する権限を与えるものと解釈してはならない。

（総合教育会議）

第１条の４ 地方公共団体の長は、大綱の策定に関する協議及び次に掲げる事項に

ついての協議並びにこれらに関する次項各号に掲げる構成員の事務の調整を行う

ため、総合教育会議を設けるものとする。

(1) 教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及

び文化の振興を図るため重点的に講ずべき施策

(2) 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずる

おそれがあると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置

２ 総合教育会議は、次に掲げる者をもつて構成する。

(1) 地方公共団体の長

(2) 教育委員会

３ 総合教育会議は、地方公共団体の長が招集する。

４ 教育委員会は、その権限に属する事務に関して協議する必要があると思料する

ときは、地方公共団体の長に対し、協議すべき具体的事項を示して、総合教育

会議の招集を求めることができる。

５ 総合教育会議は、第１項の協議を行うに当たつて必要があると認めるときは、

関係者又は学識経験を有する者から、当該協議すべき事項に関して意見を聴くこ

とができる。

６ 総合教育会議は、公開する。ただし、個人の秘密を保つため必要があると認め

るとき、又は会議の公正が害されるおそれがあると認めるときその他公益上必要

があると認めるときは、この限りでない。

７ 地方公共団体の長は、総合教育会議の終了後、遅滞なく、総合教育会議の定め

るところにより、その議事録を作成し、これを公表するよう努めなければなら

ない。

８ 総合教育会議においてその構成員の事務の調整が行われた事項については、当

該構成員は、その調整の結果を尊重しなければならない。

９ 前各項に定めるもののほか、総合教育会議の運営に関し必要な事項は、総合教

育会議が定める。


